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「国民年金保険料強制徴収集中取組期間」の結果について 

 
日本年金機構では、平成 26年度から特に強制徴収の取組を強化し、平成 28年度におい

ては、平成 29 年 2 月及び 3 月において国民年金保険料の強制徴収の取組を集中的にして

まいりました。（平成 29年 1月 27日付けﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ「「国民年金保険料強制徴収集中取組期

間」の実施について」参照） 

この期間における取組結果等は、次のとおりです。 

 

１ 取組結果（平成 29 年 3月 31日現在） 

 

平成 29年 1月までに督促を行った強制徴収対象者のうち、控除後所得額 350万円以

上かつ未納月数 7 月以上の方等で保険料を未納付の方（21,576 人）に対して、平成 29

年 2月及び 3月に集中して財産調査や差押えなどの手続を実施。 

  （結果） 

 控除後所得額 

350万円以上 

控除後所得額 

1,000万円以上(再掲) 

対象者 21,576人 1,381人 

納付された方 ※1 13,561人 1,040人 

 うち差押え実施 ※2 3,191人 256人 

継続して財産調査中 8,015人 341人 

※1 納付された方、納付の約束をされた方及び差押えにより保険料を収納した方の合計人数。 

※2 差押えにより保険料を収納した人数。 
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２ 今後の取り組み 

    

日本年金機構においては、国民年金制度への信頼を確保するため、引き続き、国民年 

金保険料を納付する資力をお持ちでありながら、度重なる納付督励にも応じていただけな 

い方に対する強制徴収を段階的に拡大し徹底してまいります。 

平成 29 年度においては、控除後所得額 300 万円以上かつ未納月数 13 月以上（控除

後所得額が 350万以上である場合、未納月数は 7月以上）の滞納者等に対して早期に督

促を実施するとともに、強制徴収に集中的に取り組む期間を設けることとしております。 

 

（参考：強制徴収の実施状況） 

取組年度 最終催告状（注 1） 督促状（注 2） 財産差押 
 

完納 

平成 28年 4月～ 

平成 29年 3月分 

85,342件 

（7,488件） 

50,423件 

（3,591件） 

13,962件 

（605件） 

 76,758件 

（5,069件） 

注１） 最終催告状…強制徴収の対象者に対し、納付書とともに送付する催告文書。記載した指定期限までに納付を 

   求め、指定期限までに納付されない場合は、滞納処分（財産差押え）を開始することを明記している。 

注２） 督促状………最終催告状送付後、指定期限までに納付されない者に対し納付を督促する文書。督促状の指定 

期限までに納付されない場合は、滞納処分が開始され、延滞金が課せられるほか、滞納者だけでなく連帯納付 

義務者（滞納者の世帯主や配偶者）の財産差押えが実施される。 

注３） 括弧内は、控除後所得額 1,000 万円以上の方の再掲。 

    

    

３．その他 

 

   各都道府県毎にそれぞれの記者クラブ等に同様の公表を行います。 

 

 

 

以  上 



＜参考１＞

（単位：人）

うち所得1,000万
円以上（※）

うち所得1,000万
円以上（※）

うち所得1,000万
円以上（※）

うち所得1,000万
円以上（※）

全国 21,576 1,381 13,561 1,040 3,191 256 8,015 341

北海道 507 31 332 27 73 7 175 4
青森県 82 5 59 5 16 0 23 0
岩手県 110 9 104 8 11 2 6 1
宮城県 103 7 76 5 8 0 27 2
秋田県 22 2 18 0 4 0 4 2
山形県 19 0 11 0 0 0 8 0
福島県 159 9 104 7 20 2 55 2
茨城県 469 24 330 17 109 9 139 7
栃木県 247 13 182 13 59 4 65 0
群馬県 233 3 118 3 62 2 115 0
埼玉県 2,064 120 1,565 99 445 31 499 21
千葉県 1,578 39 1,080 32 357 11 498 7
東京都 6,662 659 3,805 466 577 56 2,857 193
神奈川県 1,297 71 620 50 181 15 677 21
新潟県 185 5 141 4 46 3 44 1
富山県 72 1 61 1 25 1 11 0
石川県 46 0 30 0 14 0 16 0
福井県 76 4 63 3 16 3 13 1
山梨県 87 4 57 4 11 1 30 0
長野県 366 12 277 10 57 2 89 2
岐阜県 123 8 90 6 44 5 33 2
静岡県 217 16 169 13 69 8 48 3
愛知県 1,096 48 673 39 193 19 423 9
三重県 103 3 65 3 9 1 38 0
滋賀県 337 12 226 9 39 1 111 3
京都府 683 42 473 36 85 11 210 6
大阪府 1,922 112 1,093 89 287 39 829 23
兵庫県 999 51 584 31 152 7 415 20
奈良県 459 6 255 5 39 2 204 1
和歌山県 119 10 79 7 17 0 40 3
鳥取県 91 3 53 3 17 0 38 0
島根県 46 0 23 0 10 0 23 0
岡山県 55 4 44 4 3 1 11 0
広島県 353 18 282 17 64 6 71 1
山口県 153 4 98 3 26 2 55 1
徳島県 14 2 14 2 5 0 0 0
香川県 14 0 7 0 0 0 7 0
愛媛県 19 0 10 0 0 0 9 0
高知県 11 0 5 0 0 0 6 0
福岡県 160 15 135 12 17 2 25 3
佐賀県 38 0 32 0 3 0 6 0
長崎県 49 4 38 3 8 1 11 1
熊本県 1 0 0 0 0 0 1 0
大分県 23 0 12 0 5 0 11 0
宮崎県 31 1 21 1 1 0 10 0
鹿児島県 47 0 24 0 3 0 23 0
沖縄県 29 4 23 3 4 2 6 1

　　※表中の「所得」は控除後所得額。

集中取組期間中の都道府県別結果

平成29年2月～3月の取組結果

対象者数 納付に結び付いた者数 継続して財産調査中の者数うち差押実施者数（再掲）



平成28年度　都道府県別強制徴収実施状況

＜参考２＞

（単位：件）

うち所得1,000
万円以上（※）

うち所得1,000
万円以上（※）

うち所得1,000
万円以上（※）

うち所得1,000
万円以上（※）

全国 85,342 7,488 50,423 3,591 13,962 605 76,758 5,069
北海道 1,955 118 1,207 75 452 21 1,907 109
青森県 735 28 488 18 188 5 838 28
岩手県 662 29 470 26 120 7 677 22
宮城県 1,498 99 780 42 153 4 1,350 88
秋田県 400 17 231 13 69 1 386 12
山形県 481 24 240 3 62 1 526 20
福島県 1,227 67 732 34 179 8 1,013 40
茨城県 1,637 70 1,148 38 303 3 1,534 59
栃木県 916 50 443 18 192 6 891 50
群馬県 1,692 66 811 24 327 6 1,523 64
埼玉県 5,639 316 3,170 156 1,070 40 5,004 292
千葉県 5,691 1,870 3,635 842 1,140 53 5,277 567
東京都 18,329 1,840 11,719 903 2,354 95 14,995 1,353
神奈川県 7,991 549 4,839 271 1,151 58 6,992 427
新潟県 683 18 346 9 123 6 684 21
富山県 339 10 211 6 101 1 406 9
石川県 659 37 309 17 211 5 683 34
福井県 274 12 146 12 156 5 295 11
山梨県 560 42 319 17 32 6 424 31
長野県 604 36 295 20 104 8 626 32
岐阜県 1,106 41 679 23 335 8 1,327 25
静岡県 1,945 101 1,363 57 512 18 2,183 87
愛知県 5,889 402 3,583 210 1,062 47 5,624 346
三重県 672 46 428 22 138 4 821 36
滋賀県 827 45 368 26 87 0 735 32
京都府 1,720 122 910 75 201 9 1,332 85
大阪府 5,373 482 3,321 230 987 69 4,637 380
兵庫県 3,065 108 1,950 69 430 13 2,524 140
奈良県 930 31 528 12 112 2 536 26
和歌山県 278 23 137 11 66 1 292 26
鳥取県 230 8 163 6 32 1 202 8
島根県 212 9 109 3 21 0 199 10
岡山県 968 54 486 23 84 7 941 43
広島県 1,246 76 716 39 168 13 1,088 69
山口県 567 11 259 5 80 2 508 14
徳島県 241 12 88 7 12 1 222 11
香川県 517 15 229 7 28 2 454 10
愛媛県 683 22 276 9 103 2 610 22
高知県 335 33 88 7 19 2 292 27
福岡県 2,957 273 1,603 109 434 21 2,732 185
佐賀県 494 55 263 22 70 6 501 45
長崎県 606 63 212 13 54 5 449 29
熊本県 104 3 29 2 7 0 156 2
大分県 367 17 200 8 93 6 363 15
宮崎県 510 18 244 6 51 1 456 18
鹿児島県 593 17 212 9 87 2 525 17
沖縄県 935 103 440 37 202 24 1,018 92

　　※表中の「所得」は控除後所得額。

完納者数強制徴収の実施状況（平成28年4月～平成29年3月分）

最終催告状 督促状 財産差押 平成28年度


